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１．首都圏構想と京葉臨海地域の位置
 はじめに
社会構造の変化の過程で、さまざまな要因が影響を与えている。その中で
とりわけ産業、つまり製造業、サービス業を中心とする生産活動が、戦後の
日本において主要な役割を果たしてきた。この傾向は現在も引き継がれてい
る。それらをリードする業種は軽工業、重化学工業、そしてIT産業へと歴
史的に変化してきた。それまでの中心を構成する業種を基盤として、その次
に新たな生産形態、活動が生み出されるという連続的な経過をたどり、社会
全体の生産、生活の局面に変化をもたらす起動力としての役割を果たすとい
う構図は、現在でも変わっていない。
そして、これに加えて、生産を担う製造設備、それらの集積が、現在では
別の視点からも着目され始めている。その一つは「観光資源」としての位置
づけである。これまでも歴史的遺産という意味合いで鉱山、生産手段（建物、
機械など）が保存、展示されていたが（おもに手工業的な）、それらは多く
の場合、すでに活動を終えた記念物であった。これに対し、近年では今も稼
働している工場、諸施設とその集積が、観光対象として取り上げられてい
る。その一つが石油化学コンビナートである。臨海部に立地する巨大なプラ
ントと、夜間照明と排煙塔の炎が作り出す景観が、人々の関心を集めてい
る。たとえば「四日市港夜景クルーズ」で間近に見ることができる。夜景の
美しさは都市機能集積の象徴であったが、工場地帯、生産集積もこれに加え
られつつある。
また、他方で、生産拠点としての重化学コンビナートを、景観を含めた都
市デザインという側面から考察、評価する動きもある。平成２３年度の千葉
１０５
大学普遍科目として「コンビナートを考える」という授業が企画され、都市
デザイン（工業デザイン、建築工学、都市工学を中心とする）の視点から取
り扱われた。
こうした新しい動きは、生産活動の場、拠点として開発された地区が、都
市の日常生活と切り離された領域ではなく、生活と一体となって見直されて
いくという流れを表していると考えることができる。これまで、重化学コン
ビナートと地域住民との関係は、環境問題、公害の発生という「負の繋がり」
をきっかけとして全面化した。日本社会全体の生産力増大を重視する政策の
結果であったけれども、人々の日常生活に多大な影響を及ぼし、問題の解決
のために大きな努力がはらわれた。この傾向は、さらに地球環境問題として
今に引き継がれている。
他方で、日本の高度経済成長を担った産業、企業も社会経済の変化に対応
して生産活動を変化させている。資本間・企業間の再編成、業種の転換など
により、生産拠点、工場設備が見直されつつある。多くの場合、事業所は都
市の一区画として、あるいは隣接して立地するために、企業、工場の設備更
新、用地の再利用は、工場が立地する都市の全体計画と密接に関わってく
る。生産活動の変化は企業単独の問題ではなく、都市、住民の生活と直結す
る。生産と生活の関連を新しい段階、状況の上に立ってどのように考えてい
くかが、現代のコンビナートをめぐる課題として付け加わったといえよう。
以上のような背景を念頭に置いて、千葉県の東京湾臨海部に形成された石
油化学コンビナートを中心として、現在の主要な動き、それに対応する住民
の生活がどのような状況に置かれているのかを、国や県の諸計画をもとに概
観する。本稿は、表題の課題を検討する準備段階として、コンビナートを巡
る生産と生活、そして居住環境としての都市の諸条件を分析するための、い
くつかの素材を提示することを目的とする。さらに立ち入った分析と考察は
後日を期したい。
 「首都圏都市づくり構想」と京葉地域
 東京湾構想
国土交通省の中に設置された「首都圏都市づくり研究会」から、東京湾を
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取り巻くエリアを包括した構想が提案されている。この研究会は国土交通
省、東京都、埼玉県、千葉県、茨城県、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉
市、さいたま市の都市計画担当者から構成され、このエリアへの人口集中へ
の対応という観点だけではなく、これからの人口減少や地球環境問題などへ
の新たな課題を念頭に置いて、首都圏の都市づくりを広域的に検討すること
をねらいとしている。平成１４年から１７年にかけて報告書（国土交通省、大
都市圏整備課『新たな時代に対応した都市づくりのあり方に関する検討』）
が公にされているので、その中から主だった項目を拾い出し、京葉臨海地区
が首都圏、あるいは東京―千葉を結ぶエリアのなかでどのような位置づけを
与えられているのかを見てみる。
 ３つのゾーン
東京湾臨海エリアは大きく７つのゾーンに区分される。京葉地区は３種
類、京浜地区が４種類を含んでいる。京葉地区に目を向けてエリアの特徴
を見る。
ゾーン１は、富津・君津・木更津地域である。ゾーン２は、袖ガ浦・市
原・千葉中央地域である。ゾーン３は千葉市北部（美浜区）から浦安市、
そして江戸川区にまたがる地域である。産業面での発展可能性と、土地利用
の可能性の２側面から、それぞれのゾーンの特性がまとめられており、そ
の概要は次のとおりである。
ゾーン１は、臨海部に鉄鋼業と発電所が立地し、またアクアライン（東
京湾横断道路）の入り口になっている。また、内陸部には千葉県の事業であ
る「かずさアカデミアパーク」が整備されている。これからの産業面では、
素材産業のいっそうの発展が見込まれる。発電所における新エネルギー研
究、製鉄所における産業技術等を生かした環境産業の展開が想定されてい
る。
内陸部では、かずさアカデミアパークにおけるバイオテクノロジー関連の
研究と集積、アクアラインのインターチェンジに隣接する金田地区の住宅地
開発、そして、木更津港の高度利用（多目的バース）が可能性を持つ。
ゾーン２は、千葉市蘇我地区から、市原、袖ガ浦に至る地域である。産
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業集積は製鉄所、発電所、石油化学工業を中心としており、これらの工業集
積を生かした研究、開発機能が特に重視されている。蘇我臨海地区では住
宅、スポーツ、商業施設建設の動きが現実に進みつつあり、また、袖ガ浦市
内では、住宅団地の開発整備が見られる。
ゾーン３は千葉市幕張新都心から東京都江戸川区にまたがる。幕張地区
はコンベンション施設と商業施設として開発が開始され、IT企業、研究開
発、国際業務等が立地している。これらをさらに高度化し、発展させる。ま
た、住宅の建設も進んでおり、いわゆる「アーバン・リゾート」と呼ばれる
景観と施設が備わった地域を含んでいる。大学、研究機関も多く立地してお
り、今後はこれらをさらに充実させると共に、機関相互の連携が期待されて
いる。また、江戸川区では、工業集積と共に、貨物、流通加工との物流関連
需要拡大への対応が見込まれている。
これらのゾーンは、東京都心からの距離を基準としてエリアを分けたた
め、現在異なった性格を備えた地区が同じゾーンに含められている。特に、
ゾーン２は、臨海部工業地域の発展の経緯、そして隣接地域の性質から判
断して、千葉地区と市原市の一部、そしてそれ以外に分けた方が実情に即し
ている。これら内部的に異質な地域を抱えることを念頭におくとするなら、
このゾーンの特性は明瞭であり、また現実の具体的な動きも活発に進んでい
る。
 東京湾ウオーターフロントとアーバン・リゾート
もう一つの構想は、東京湾臨海部の一体的整備としての計画である。これ
まではそれぞれの自治体、立地条件に応じて開発、発展がなされてきた。海
岸埋め立てとそこの土地利用として、すでに様々な施設、活動が展開されて
いる。さらに残った土地、とくに公有地を民間の資金を導入しつつ開発しよ
うとする試みの一環であり、交通、道路網の整備が基礎に置かれる。
そして、その基盤の上に立って、業務核都市（千葉市、木更津市、成田市）
としての発展とアーバン・リゾート（市川市、浦安市）の形成が打ち出され
る。アーバン・リゾートとは、観光（日常生活を離れて行う様々な活動）プ
ラス業務・事業の集客（コンベンション、展示会など）を含んでいる。親水
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空間の整備、既存の都市公園、海上公園、港湾緑地などを整備し、２４時間
活動する良好な都市環境整備を目指している。
現状を見渡すと、横浜から東京都埋め立て地、そして千葉県浦安市に至る
エリアは、ここに述べられた方針に即して開発がすでに進みつつある。一体
的整備計画はそうした実態の上に立って、民間資本の積極的導入、構造特区
の活用などの手段を利用してさらに高集積化することを意図している。
 千葉県の臨海部計画
 計画
千葉県は、これまで臨海部の埋め立て、それに続く企業立地政策を推し進
めてきた。千葉、市原市から木更津、君津市へ至る臨海重化学コンビナート
の建設、そしてその後は幕張、木更津内陸部（かずさアカデミアパーク）、
そして成田を結ぶ「三角構想」が推進された。
年代が経過して、現在は「エネルギーフロントランナーちば戦略」の名の
下に、新しい構想が打ち出されている。それらの特徴を列挙しておく。
ア．国際競争・地球環境問題に対応できる世界最大級のサステナブル・コ
ンビナートの確立、
イ．京葉臨海コンビナート地域の課題克服による競争力の強化
ウ．企業間連携による省エネ・省資源効果の創出と地域との共生
 地域、環境との共生
コンビナートを構成する石油・化学産業の分野では、グリーン・ケミスト
リーを謳っている。その定義は次のようである。「廃棄物の発生を極力抑え
て、原料や派生物の再利用をはかる循環型社会の構築を目ざし、設計段階か
ら化学製品の環境負荷を最小にする予防の精神と、無駄のない合成、安全な
合成、省エネの重要性をふまえて、環境に優しい物作りの科学技術を推進す
る。」（千葉県『千葉新産業振興戦略』平成１８年、６６頁）
そして、上記のコンビナートの再生戦略の上に立って、地域との共生を目
指す。その内容は４つの領域に分けられる。第一は、コンビナート周辺地
域との連携による省エネ、環境調和型地域づくりである。石油化学工場から
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の水素エネルギーの地域への供給、活用のモデルづくりを試みる。
第二は産業観光・環境教育・実践型教育推進のモデル地域づくりである。
コンビナート各社の世界最先端の環境・省エネルギー技術を戦略的に公開
し、産業観光地づくりを進める。
第三は地球環境・エネルギー・生物資源等の学術研究拠点の形成である。
おもにかずさ地域での展開を想定している。
そして、第四に、人・自然・文化の調和・共存を支える「里山・森づくり」
である。コンビナートの立地する地域、自治体に隣接して広がる豊かな自然
や生態系を活用し、保全、再生する活動を含めて、持続可能な地域づくりを
推進する。（「エネルギーフロントランナーちば推進戦略」より、抜粋）
 視点と評価
臨海コンビナートは初期投資以来長い時間が経過し、設備更新を契機に、
各企業は生産の効率化、企業間、工場間連携を徐々に進めている。つぎの
RING事業でふれるように、熱源（高温、低温）、発生ガス（水素）を効率
的に利用し、原材料が入手困難な日本の状況に対応した生産技術を高めよう
とする。かつての日本の工業化は、原材料輸入に大きく依存するために、高
い技術と効率的生産方式（大規模化によるコスト削減）が不可避であった。
ここにいたって、この条件が新しい段階で浮上、表面化したことを受けた新
たな計画づくりといってよい。
この経過を見る限り、今後の展開方向として、千葉県は日本のエネルギー
政策の根幹を担っており、このためには、国際競争力強化と新産業創出を必
要とする。臨海開発（工業化）の段階から引き続いて、京葉臨海部は生産都
市としての役割を果たすこととなろう。
生活と生産を地域社会という観点で見た場合、そこで働く人々の状況を把
握する必要がある。工業地帯、生産活動に従事する労働力、人材はどこへ依
存するか（地元、東京、県内、県外、外国）、その労働条件はどのように変
化するのかが、これらの計画のなかで明確にとらえる必要があるだろう。
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２．京葉臨海石油化学コンビナートの再編成
 石油化学コンビナートの高度統合化事業
日本の石油化学コンビナートは、いわゆる太平洋ベルト地帯に立地してい
る。石油資源が外国からの輸入にほとんど頼るため、船、港と一体となった
工業集積が形成されてきた。臨海コンビナートが建設されていく１９６０年代
から１９７０年代は、新規投資として、大規模で効率性の高い、当時において
最新鋭の設備が建設された。しかしながら、これらの投資が一段落した後
に、資源国、あるいは新興工業国において、新たなコンビナート建設が見ら
れ、それらは日本における設備を、規模と効率性の両面で大幅に上回ってい
る。
その結果、経済活動を含めた関係がグローバル化する状況の下で、国際競
争力という観点から見て、日本の石油化学コンビナートの相対的な不利が意
識されるようになる。たとえば、アジア主要国のコンビナートにたいして、
平均精油所規模を比較すると、日本１７万BD（日量バレル）、韓国４５万BD、
台湾３３万BDである。エチレンセンターの装置では、日本５２万トン／年、中
東・アジアの新増設装置は１００万トンとなる（能村、２頁）。そこで、個々
の企業単独ではなくコンビナートを一体とした取り組みが、経済産業省の補
助事業として進められた。「石油コンビナート高度統合運営技術研究組合」
が２０００年に設立され、いわゆるRING（Research Association of Refinery
Integration for Group -Operation）事業として開始された。
RING事業は、連携設備の効果的配置による拡大融合の促進により、原油
処理量の削減、製油所における主力商品の製造コストの低減を目指す。国際
競争力を強化し、日本の産業構成という枠組みを強く意識しながら、コンビ
ナートの次の世代の展開を目指そうとする戦略に基づいている。そして
RING事業は、国の産業、エネルギー政策と連動して、全国の石油化学コン
ビナートを、国際競争力強化という視点から見直し、再編成する計画の一環
となっている。
RING事業は２０００年に開始され、まず事業から事業までの計画として
進められた。技術開発を中心とした石油化学コンビナートの統合、高度化を
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推進する目的を持っていた。その次の段階は、２００９年から「コンビナート
連携事業」として引き継がれ、技術開発の成果に基づいて、具体的な生産設
備の建設と稼働を中心とした新しい試みを実施している。
 京葉地区の取り組み
京葉臨海地区に立地する石油コンビナートは、日本国内全体の石油、エネ
ルギー生産の中で大きな比重を占めている。原油処理能力７６万バレル（全
国の１６％、第２位）、エチレン分解能力２４８万トン（同じく３４％、第１位）
という水準は、国内のほかのコンビナートと比較してきわめて大きい。そし
て製造品出荷額は７兆７，１６１億円で、千葉県の総出荷額全体に占める割合は
６２％に達する。エネルギー、素材生産拠点として国内の中で重要な役割を
担っている。
その中で、通称千葉地区と呼ばれる、千葉市、市原市、袖ガ浦市に広が
る、大きく三つの石油精製、化学工場グループの立地するエリアでRING事
業が進められた。RING事業は、RING（平成１２―１４年度）、RING（平
成１５―１７年度）、RING（平成１８―２１年度）として行われてきた。主には
次の三つの領域、課題に即して実施された。
 コンビナート先端的複合生産技術開発
多成分ナフサ留分から高オクタン価のガソリン（サルファーゼロ）、石化
原料用ナフサ、重質ナフサを１塔式精密蒸留で効率的に精製、安定運転制
御する技術開発。石油化学、石油精製複合最適生産システムの研究。参加企
業は出光興産、三井化学、住友化学である。
コンビナート副生成物高度異性化統合製造技術開発として、石油化学で未
利用の副生成物C６―C８留分を原料とした、オクタン価向上による低硫黄ガ
ソリン製造技術の開発。
 コンビナート副生成物・水素統合精製技術開発
石油精製、石油化学装置から副生する未利用の分解C４留分を原料として、
高付加価値化学原料のプロピレンを高効率で生産できる技術の開発。併せて
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コンビナート全域で副生する水素を集積し、大規模に高度活用するための、
高純度回収技術、安定供給システムの開発。参加企業は、出光興産、コスモ
石油、極東石油、三井化学、住友化学、丸善石油化学、大陽日酸である。
 コンビナートナフサ供給連携事業
RING事業に続く新規事業、コンビナート連携事業として、コンビナート
ナフサ供給連携事業が行われた。事業者は出光興産、三井化学であり、二つ
の工場で使用する原料ナフサを共同で調達するための設備を設置する。これ
によってナフサの有効な活用ができ、精油所における白油増産、石化工場に
おけるオレフィン収率の向上が可能となり、原油処理量削減、石油の安定供
給を目指す。
 現状と課題
以上がこれまで実施された三つの事業の概要である。RINGの総事業費
は６７億円、RINGの場合、各年度数十億円が投下され、その約３分の２が
国からの補助金であった。
製造工程の効率化、コストの削減、そして地球環境保全への貢献を目指し
て、新技術の研究、開発が進められている。そして、従来の企業間、資本の
違いを超えた石油、化学産業の大胆な再編成を含んでいる。技術的、組織的
な問題を克服しながらの事業展開であり、同時にグローバルな要因と関連し
ているため、課題は多くかつ大きい。しかしながら、それらのいくつかはす
でに検証が終えて、実際の生産過程へ組み込まれつつあり、これら諸事業の
進展は、生産拠点（臨海部工場群）ごとの一体化を強める方向へ向かいつつ
あるといえる。
 まとめ
上記のように臨海コンビナートにおける各社の設備・技術の改善と、それ
を含めた新規の計画が着実に進みつつある。次には、そこに働く人々、隣接
して生活する地域の生活、環境がどのような状況に置かれているかが、必要
な検討課題となる。以前の調査研究報告によると（犬塚、１９８０、１９８５）、臨
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海部と内陸部はおのおの独立した条件の下で開発、発展が行われてきた。も
ちろん、企業生産活動、雇用、税収、地域組織（自治会、町内会）などの面
で、地元自治体との繋がりは見られたけれども、生産と生活、行政が一体と
なって取り組むという状況ではなかった。波及効果は見られるが、全体の視
野、関連性という側面は弱かった。
近年、臨海コンビナートに隣接する地域社会、とりわけ市原市、袖ガ浦市
は、住宅地の拡大、交通網の整備などによって、大きな変化を遂げつつあ
る。従って、コンビナートを含めた複合的な視点、生産・開発と地域社会の
生活という観点から、あらためて見直していく必要がある。たとえば地区の
労働者の状態と運動、自然、生活環境の問題、里山保全などの生活スタイル
の広まり、などである。始めに述べたように、工場や生産施設が観光の対象
として見直されるということは、これからの地域住民の生活を考えていく上
で、コンビナートが考慮に加える身近な要因、あるいは活用できる資源の一
つになったともいえる。この視点から見直していくなら、工場、都市、そし
て田園、自然とを一体として扱いながら、生産と生活とを合わせた基準をも
とに現状を評価し、変化しつつある地域社会の今後の方向性を読み取ること
が可能となるだろう。
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